（社）日本水産学会各委員会委員長・各支部支部長　殿
　新しい公益法人法が昨年12月1日に施行されました。社団法人である日本水産学会は、公益社団法人あるいは一般社団法人へ移行するか、あるいは解散するかの選択を迫られています。理事会としては、本年3月の総会において、「本会としては、基本的には公益社団法人への移行を目指すが、一般社団法人への移行も視野において、情勢をみながら検討を重ね、次年度の総会において移行に必要な定款と細則の変更を提案する。」をお認めいただきました。
現在、新定款に記載される本会の目的（案）は下記の質問１に記したとおりです。定款は法人にとっていわば憲法であり、そこに書かれる目的は、本会の長期目標であります。そこで５年程度を期限とする中期目標（所謂アクションプランとも呼ばれますが）を策定するのが良いのではないかと思い、さる6月6日の理事会に諮りましたところ、賛同を得ましたので早速アクションプランの策定作業に入ることにいたしました。

アクションプランの策定は、理事会マターと思いますが、理事会は現在、新公益法人制度への対応に追われておりますので、水産政策委員会にその取り纏めをお願いするのが良いのではないかと思い、併せて理事会にお諮りし、お認めいただきました。
今後の予定ですが、まず各委員会・各支部に別紙のアンケートにお答えいただいた後、それを基にアクションプラン第一次案を水産政策委員会に作成していただき、各委員会・各支部にフィードバックするとともに理事にもお示しいただき、寄せられた意見を反映した第二次案を作っていただいたのち、ホームページ上で公開して会員の意見を募集するとともに、本年の秋季大会において公聴会を行い希望する会員に意見発表の場を設けます。その後、いただいたご意見を基に，第三次案を作成していただき，理事会で審議し、最終案としたいと考えています。
理事会としては、新定款の目的をブレークダウンする形で、新定款の事業ごとにアクションプランを考えたらよいのではないかと考えています。また、あまり具体的にならずに大枠を考えていただくことにしたら良いのではないかとも考えています。

このアクションプランは、今期理事会の集大成として次期理事会の活動方向を決める際の参考にしていただくことを期待するものであり、当然のことではありますが次期理事会等の活動を拘束するものではありません。

大変長い作業になりますが、このアンケートの内容は、今後の作業の基礎となるべきものですので、お忙しいこととは存じますが、よろしくご協力のほどお願いいたします。

平成21年6月15日

（社）日本水産学会会長　會田勝美
アンケート

質問１．現在、検討中の新しい水産学会の定款には、第3条として「この法人は，水産学に関する学理およびその応用の研究についての発表および連絡，知識の交換，情報の提供等の事業を行い，水産学に関する研究の進歩普及を図り，もつて学術の発展と科学技術の振興に寄与するとともに、水産業の発展、水産学教育の推進、社会連携の推進、国際協力の推進を図り人類福祉の向上に資することを目的とする。」という案が考えられていますが、追加・修正等のご意見がありましたら、お書きください。
質問２．現在、検討中の新しい水産学会の定款には、学会の行う事業内容として、次のような事業が盛り込まれるものと考えられます。
　　(1) 研究発表会および学術講演会等の開催による水産学研究の推進事業 
　　(2) 学会誌および学術図書の刊行による水産学研究の普及事業 
　　(3) 関連学会等との連携および協力ならびに社会連携の推進事業 
　　(4) 研究業績の表彰による学術の発展と科学技術の振興事業 
　　(5) 水産学に関連する社会教育の推進事業 
　　(6) 水産学に関連する国際協力の推進事業 
　　(7) その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

貴委員会・支部では、これら以外に、学会として行うべき事業があるとお考えでしょうか。そのようなお考えがあれば、具体的にその事業をあげてください。

回答例（水産政策委員会の例））　
A1)　水産学会の定款改正、アクションプラン素案作成、各委員会・学会員との意思疎通の場の提供など、理事会活動の支援
A2)　水産学的観点から、行政、立法、社会関係の諸機関諸団体との意見交換、意見表明ならびに学会員への情報伝達の支援
質問３．ご提案のあった事業も加えて、定款に示される事業の推進に、貴委員会・支部はどのような貢献をすべきか、あるいは、どのように貢献できるか、貴委員会・支部の役割を書いてください。

　回答例（水産政策委員会の例）

(1) 研究発表会および学術講演会等の開催による水産学研究の推進事業 

　(2) 学術図書の刊行　「漁業権」「ITQ」など。およびそれらの国際比較研究など

　(3) 沿岸域学会等との連携　 

　(4) 優れた（あるいは地道な）行政担当者、漁業者、水産業関係者の紹介・評価・顕彰

　(5) 生物多様性条約COP10の準備作業（J-BON、CoMLなどとの連携)

　(A1)アクションプラン案の作成、それに関する大会シンポジウムの企画など

　(A2)水産試験場の長期モニタリング体制維持のための社会活動、ロビー活動　

質問４．上記の貴委員会・支部の役割の遂行について、現状で、その役割がどのように遂行され、その遂行上どのような問題があるのかを説明してください。

回答例
　(1) IQ/ITQ関係の大会シンポジウムを開催（09/3)　広報委員会との連携・仕分けが必要 

　(2) 上記講演の単行本化を検討。国際比較研究は水産庁、水研との連携・仕分けが必要
　(3) 沿岸域学会等との連携は進んでいない。新たに発足した海洋政策研究会との交流　 

　(4) 水産関係者の活動に光を当て、横の連携を図る必要がある。
　(5) 国際連携は個人対応で、他の委員会、水研、大日等の独自の取組みとの連携も未組織
　(A1)アンケート案作成し、その集約体制を準備中
　(A2)重要性に比して体制が脆弱。目的達成の展望がついていない。
質問５．上記の問題点あるいは進むべき方向性について、今後５年間に克服すべき目標、あるいは達成可能な目標をあげてください。

回答例（水産政策委員会の例・現状での達成ルベルを◎○△×？で、実現の可能性をＡＢＣであらわした。Ａが実現の可能性が高い）
(1) ○Ａ日本版ITQの素案を提案する／△Ｂ漁業権制度の改革案をまとめる／△Ａ持続可能性や排出量取引など近年重要な環境政策概念の基本が水産学から生まれたことを社会に説明する
　(2) ◎Ｂ日本語書籍刊行／△Ａ英語書籍刊行
　(3) ◎Ｂ沿岸域学会等との恒常的連携体制作り。？Ａ海洋政策研究会との交流　 

　(4) △Ａ水試担当者などの懇談会を組織する
　(6) ×Ａ　Ｊ－ＢＯＮ水産情報のデータベース集約、？Ａ水試長期データの国際的認知
　(A1)◎Ａアクションプラン案作成
　(A2)？Ａ何をしてよいか模索中　

質問６．上記の目標の達成度を５年後に何によってどのように評価すべきか具体的に書いてください。

回答例（水産政策委員会の例）

(1)日本版ＩＴＱの実績、漁業権制度の再評価など
　(2)日本語書籍刊行／英語書籍刊行　とその評価(書評、販売実績)

　(3)沿岸域学会等との恒常的連携体制。海洋政策研究会における本学会の評価
　(4)水試担当者などの懇談会の組織
　(6)水試長期モニタリングの重要性の内外の科学的、社会的評価
　(A1)理事会によるアクションプラン完成
　(A2)水試長期モニタリング体制の維持
質問７．貴委員会・支部以外に、上記の目標の達成のために、主として活動しなければならない組織があるとすれば、水産学会のどの組織でしょうか。具体的に書いてください。

回答例（水産政策委員会の例）
(1) 漁業懇話会

(2) 広報委員会・編集委員会

  (3) 理事会・大学関係の会員

　(4) 各支部・水産試験場関係の会員

　(5) 環境保全委員会・広報委員会

　(A1) 理事会・一般会員

　(A2) 理事会・広報委員会・総合水産研究センター等公的機関の会員

質問８．その他、お気づきの点がありましたら、お書きください。

ありがとうございました。
アンケートの整理は政策委員会で行います。添付資料として、以下のメールアドレスにご送付願います。
水産学会政策委員会委員長　黒倉　寿　(akrkrh@mail.ecc.u-tokyo.ac.jp)

なお、回答例として水産政策委員会の例をあげましたが、あくまで回答の書き方の例示として作ったものです。委員会の議を経た正式の回答ではありません。
